
様式１

政府統計コード

基幹・一般の別(選択記入)

調査の名称

○

特記事項

基幹統計以外の重要な統計の作成に利用

その他

政府内における調査結果の利活用状況

※該当するものを選択(複数選択可)

重要な政策の立案・実施・評価の直接の根拠資料として利用

国が給付する手当や給付金の算定根拠として利用

月例経済報告に利用

基幹統計の作成に利用

点検・評価の様式（手引版雛形）

00450074

その他の一般統計調査

雇用の構造に関する実態調査（就業形態の多様化に関する総合実態調査）



①　調査計画との整合性確保等の観点

調査計画との整合性
（整合している場合チェック）

 (注１)「※」を付している一般統計調査の点検項目については、調査事項の10%未満の変更等、承認を要しない「軽微な変更｣の範囲や公表内容との整合性に留意して点検を実施

（注２）不整合は生じていないものの、調査計画の改善を検討（予定）している事項がある場合はシート②で記載

３.報告者数等※

２.調査対象の範囲 ※

４.報告事項とその基準期日 ※

１.調査の目的

５.報告の方法 ※

６.報告を求める期間 ※

７.集計事項※

９.使用する統計基準

８.結果の公表方法及び期日 ※ 調査結果の公表の方法及び期日

10.調査票情報の保存 調査票情報の保存期間及び保存責任者

報告を求める個人又は法人その他の団体(報告者)の数等

報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

11.立入検査 基幹統計調査のみ

報告を求めるために用いる方法

全項目整合



②　統計の品質確保・向上を図るための統計作成プロセスの水準の段階的な向上の観点

業務マニュアル等の
整備・共有の状況

及び

実際の業務の実施状況

の確認等

見直し・改善の概要(自由記入)
見直し・改善の内容（左記の類型）

（該当するものを選択、複数選択可能）
対応状況

(選択記入)

調査計画の見直し・改善 調査計画の変更申請

○ 業務マニュアル等の整備・充実・改善 調査計画の軽微変更

品質の表示 ○ 業務マニュアルの整備・充実

変更管理の実施 実施方法の見直し

遅延調査票への対応 その他

外部委託先からの意見や改善提案の聴取

ＤＸの実施、データのデジタル化

システムの要件・仕様の可視化

プロセス診断結果の取り込み

その他プロセスの段階的な向上に向けた取組

見直し・改善の対応方法・手段
(複数選択可能)

記入欄
No.１

対応中/対応予
定

業務マニュアルの整備について、令和５年度に実施した省内の業務マニュアルの点検結果を踏まえ、拡充が必
要な業務マニュアルの洗い出しを行い、業務マニュアルの拡充に向けたスケジュールを策定したため、今後、
次回調査年度までに業務マニュアルの拡充を行う。

課題なし

課題あり、見直し・改善を実施（予定含む）

その他（例：課題精査中、課題はないが見直し・改善を実施（予定含む）等）



③　必要な精度の確保・向上の観点

目安としている
指標の設定時期

(自由記入)

今回調査
(又は前回調査)

前回調査
(又は前々回調査)

前々回調査
(又は３回前の調査)

○ 達成精度

○ 回収率・回答率

回収調査票数

カバレッジ

その他

設定なし

（回収率）
■事業所調査：65.7％
■個人調査：65.0％
（達成精度）
別紙のとおり

※数値はH22年調査

１ 調査の実施目的を確保するため
の精度管理の実施状況

目安としている指標の設定状況
目安としている指標の具体的推移

(自由記入。別紙も可)

精度管理の目安と
している指標区分
※該当するものを
選択(複数選択可)

目安としている指標の具体的な
設定内容･考え方等

(自由記入。別紙も可)

（回収率）
■事業所調査：70％
■個人調査：60％
（達成精度）
■事業所調査：ある属性を有する事業所割
合の標準誤差が概ね3.8％以内
■ある属性を有する労働者割合の標準誤差
が、正社員、派遣労働者、パートタイム労
働者の区分では概ね6.0％以内、契約社員、
嘱託社員、その他の形態の区分では概ね
6.3％以内

令和元年調査 （回収率）
■事業所調査：45.9％
■個人調査：64.5％
（達成精度）
別紙のとおり

（回収率）
■事業所調査：66.6％
■個人調査：65.4％
（達成精度）
別紙のとおり

※数値はH26年調査



                                    （別紙） 

 

 

雇用の構造に関する実態調査の精度管理の目安としている指標（達成精度） 

の結果について 

 

 

 令和元年調査（就業形態の多様化に関する総合実態調査）の事業所票及び個人票の達

成精度の結果は下表１－１及び１－２のとおり。 

また、令和元年調査の前回調査となる平成 26 調査の達成精度の結果は、下表２－１

及び２－２、前々回調査となる平成 22 年調査の達成精度の結果は下表３－１及び３－

２となる。 

 

■令和元年調査 

・表１－１ 

 

注）令和３年３月 10 日発行の報告書より転載。 

 

 

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

65.9 1.2 84.1 0.9

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 23.3 3.5 62.6 4.2

建 設 業 28.6 3.7 61.8 4.0

製 造 業 60.9 2.1 82.8 1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 37.3 2.7 85.0 2.1

情 報 通 信 業 37.7 3.8 67.0 3.9

運 輸 業 , 郵 便 業 46.8 3.4 74.1 3.2

卸 売 業 , 小 売 業 69.8 3.3 85.7 2.6

金 融 業 , 保 険 業 60.7 3.5 84.8 2.7

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 59.3 4.9 81.2 4.0

学術研究 ,専門・技術サービス業 41.8 3.9 69.8 3.8

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 87.6 3.9 95.6 2.5

生活関連サービス業 ,娯楽業 69.7 4.7 81.4 4.0

教 育 , 学 習 支 援 業 74.0 3.2 93.0 1.9

医 療 , 福 祉 85.2 2.8 92.3 2.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 43.2 3.5 91.6 2.1

サービス業（他に分類されないもの） 50.2 3.6 78.0 3.2

パートタイム労働者 正社員以外の労働者
産業

調 査 産 業 計

事業所票



・表１－２ 

 

注）令和３年３月 10 日発行の報告書より転載。 

 

■平成 26年調査  

・表２－１ 

 

注）平成 28 年３月７日発行の報告書より転載。 

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

68.7 0.6

64.8 1.8

66.6 0.6

69.5 1.8

59.6 1.3

66.2 1.6

67.2 0.5

62.8 2.0そ の 他

契 約 社 員

嘱 託 社 員

出 向 社 員

派 遣 労 働 者

臨 時 労 働 者

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

就業形態

正 社 員

個人票

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

60.4 0.9 80.1 0.7

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 25.7 2.9 62.0 3.3

建 設 業 24.0 2.9 55.9 3.5

製 造 業 56.3 1.8 76.7 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 29.2 1.9 78.6 2.0

情 報 通 信 業 35.1 3.1 70.1 3.1

運 輸 業 , 郵 便 業 43.1 2.7 72.2 2.6

卸 売 業 , 小 売 業 62.0 2.4 80.6 2.0

金 融 業 , 保 険 業 58.8 3.1 81.3 2.6

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 47.6 3.8 70.2 3.5

学術研究 ,専門・技術サービス業 40.8 3.2 69.2 3.1

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 90.1 2.2 97.0 1.3

生活関連サービス業 ,娯楽業 60.1 3.6 75.1 3.3

教 育 , 学 習 支 援 業 66.8 2.6 89.4 1.8

医 療 , 福 祉 78.9 2.5 89.1 1.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 49.1 3.1 88.8 2.0

サービス業（他に分類されないもの） 52.3 3.0 79.6 2.5

産業

事業所票

パートタイム労働者 正社員以外の労働者

調 査 産 業 計



・表２－２ 

 

注）平成 28 年３月７日発行の報告書より転載。 

  なお転載にあたって、表側の就業形態の並び順を表１－１表側の並び順とした。 

 

■平成 22年調査  

・表３－１ 

 
注）平成 24 年３月 21 日発行の報告書より転載。 

 

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

68.1 0.5

68.6 1.5

66.9 0.6

65.6 1.8

60.7 1.1

67.9 1.6

69.4 1.2

56.3 0.8

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

そ の 他

正 社 員

契 約 社 員

嘱 託 社 員

出 向 社 員

派 遣 労 働 者

臨 時 労 働 者

就業形態

個人票

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

57.0 0.9 77.7 0.8

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 25.5 3.0 59.7 3.4

建 設 業 22.0 2.8 49.6 3.4

製 造 業 53.1 1.8 74.8 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 27.8 1.9 74.9 2.1

情 報 通 信 業 20.5 2.7 62.8 3.6

運 輸 業 , 郵 便 業 36.3 2.7 73.8 2.7

卸 売 業 , 小 売 業 62.9 2.5 80.9 2.1

金 融 業 , 保 険 業 48.4 3.1 80.5 2.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 47.1 4.0 76.2 3.5

学術研究 ,専門・技術サービス業 37.4 3.4 60.1 3.5

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 86.0 2.8 95.2 1.7

生活関連サービス業 ,娯楽業 59.7 3.7 80.6 3.1

教 育 , 学 習 支 援 業 71.1 3.1 85.4 2.5

医 療 , 福 祉 78.1 2.6 86.1 2.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 59.7 2.3 91.9 1.3

サービス業（他に分類されないもの） 45.1 2.9 78.1 2.5

産業

事業所票

パートタイム労働者 正社員以外の労働者

調 査 産 業 計



・表３－２ 

 

注）平成 24 年３月 21 日発行の報告書より転載。 

 

推計値

（％）

標準誤差

（％ポイント）

82.7 0.4

73.6 1.0

82.5 0.6

92.9 1.5

62.5 1.7

43.7 3.4

31.2 1.6

56.9 0.8

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

そ の 他

正 社 員

契 約 社 員

嘱 託 社 員

出 向 社 員

派 遣 労 働 者

臨 時 的 雇 用 者

就業形態

個人票


